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東海第二発電所 ブローアウトパネル閉止装置機能確認試験要領について 

 

1 目的 

ブローアウトパネル閉止装置（以下，「閉止装置」という。）に要求される機能を確認するため，実機

規模の試験体を用いた加振試験を行い，重大事故等時における閉止装置の機能維持確認を実施する。 

また，機能確認試験時に発生した閉止装置の不具合に対する対策の効果を確認するため，対策を施し

た試験体を用いた加振試験を行い，対策の妥当性を確認する。 

 

2 試験期間及び場所 

実施時期：平成 30年 6月 18 日（月）～ 22 日（金） 

     平成 30年 7月 24 日（火）～ 31 日（月） 

場  所：国立研究開発法人 防災科学研究所 兵庫耐震工学研究センター 

兵庫県三木市志染町三津田西亀屋 1501-21 

 

3 試験項目 

3.1 閉止装置に要求される機能について 

閉止装置は，原子炉建屋外側ブローアウトパネル（以下，「ＢＯＰ」という。）が開放状態で炉心損

傷が発生した場合に，運転員等の中央制御室での居住性確保のため，ＢＯＰの開放部を速やかに閉止

し，原子炉建屋の気密性を維持することが求められる。具体的には下記の機能が求められる。 

・ 地震後においても，容易かつ確実に閉止でき，また現場において人力による操作できる作動性を

確保し，原子炉建屋原子炉棟を負圧に維持できる気密性を確保していること。 

・ 開放したＢＯＰを復旧するまでの期間において閉止装置を使用するため，重大事故後，一定期間

内に想定される地震が発生した場合においても，原子炉建屋原子炉棟を負圧に維持できる気密性

を確保していること。 

 

3.2 加振条件 

(1) 基準適合性を確認するための加振（基準地震動ＳＳ加振波による加振） 

閉止装置の設置位置（最も高所の設置位置）における基準地震動ＳＳ
※１に対する設計用震度を上

回るように設定された加振波を用いて加振を行う。 

※1 閉止状態の閉止装置は，ＢＯＰと同等の弾性設計用地震動Ｓｄによる荷重が作用した場合の

気密性確保が求められるが，耐震裕度を確認するため，基準地震動ＳＳ加振波を用いて加

振を行う。 

 

(2) 閉止装置の耐震裕度を確認するための加振（基準地震動ＳＳ加振波を超える加振波による加振） 

閉止装置の耐震裕度を確認するため，振動台の性能限界（基準地震動ＳＳの 1.1 倍相当※２）での

加振波を用いて加振を行う。 

※2 振動台を動かす油量等の制限により数値が上下する可能性がある。 

   

  (3) 閉止装置の不具合対策の効果を確認するための追加加振 

閉止装置の不具合対策（チェーンの強化等，閂の設置）の効果及び他の部位へ悪影響を及ぼさな

いことを確認するため，3.2 (1)と同じ基準地震動ＳＳ加振波による加振を行う。
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4 加振試験について 

4.1 加振装置（三次元振動台）の概要 

振動台の上に試験体を設置し，水平方向と鉛直方向を同時に加振する。第 1 表に振動台の仕様，第

2 図に三次元振動台の概要図及び第 3 図に試験体の鳥瞰図を示す。 

第 1 表 三次元振動台の仕様 

加振自由度 3軸6自由度 

振動台寸法 20ｍ×15ｍ 

最大積載重量 1200ｔｆ 

加振方向 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

最大加速度 900cm／s2 900cm／s2 1500cm／s2 

最大速度 200cm／s 200cm／s 70cm／s 

最大変位 ±100mm ±100mm ±100mm 

第 2 図 三次元振動台の概要図 

第 3 図 試験体の鳥観図   閂イメージ図 
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4.2 加振波 

(1) 基準地震動ＳＳ加振波

加振試験用の模擬地震波は以下のとおりとする。第 4 図，第 5 図に，複数の基準地震動ＳＳの床

応答スペクトルを包絡する模擬地震波の時刻歴波形，床応答スペクトルを示す。 

・閉止装置の設置高さより上方の原子炉建屋 EL.63.65m

・基準地震動ＳＳ 8 波及び建屋影響評価で考慮するばらつきケースを包絡

・加振目標の包絡スペクトルは減衰定数 1.0%で設定

(1) 水平（ＮＳ）方向

(2) 水平（ＥＷ）方向

(3) 鉛直方向

第 4 図 模擬地震波の時刻歴波形 
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(2) 振動台性能限界加振波

振動台性能限界加振波は，4.2 (1) の基準地震動ＳＳ加振波の振幅を，振動台の性能限界

付近（基準地震動ＳＳの 1.1 倍相当）の加速度振幅になるよう等倍した加振波とする。 

4.3 加振試験項目及び内容 

加振試験ケースの項目，概要は以下の通りである。各試験ケースの扉の試験体条件（閉止装

置の開閉状態），加振波等を第 2表に示す。 

(1) 振動台補償加振

目標とする入力波を精度よく振動台で再現するための振動台補償加振を行う。本試験は，

試験体を振動台に搭載しない条件で行う。 

(2) センサ確認試験

センサの取付方向，感度確認を行うために，各方向単独で正弦波加振を行う。

(3) 振動特性把握試験

試験体の振動特性を把握するため，0.1Hz～30Hz 程度の振動数成分を有する広帯域ランダ

ム波による加振試験を行う。加振方向は各方向単独とし，扉の開状態及び閉状態の振動特性

を確認する。なお，試験体の固有振動数が高い場合は，入力波の主要な振動数成分の範囲に

固有振動数がないことを確認する。 

(4) 地震波加振試験

加振レベルは 4段階に分けて振動台の加振性能限界まで漸増させていく。加振方向は 3 方

向同時とし，閉止装置の開状態，閉状態のそれぞれで実施する。 

なお，基準地震動ＳＳを超える加振試験として，振動台の性能限界である基準地震動ＳＳの

1.1 倍相当をレベル４として実施し，閉止装置の耐震裕度を確認する。 
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第 2 表 試験ケース一覧 

No 試験項目 試験体条件 加振方向 加振波 加振レベル 備考 

－ 振動台補償加振 － X＋Y＋Z － － － 

1 

センサ確認試験 扉閉 

X 

正弦波 0.5m／s２程度 
1～2Hz で実

施 
2 Y 

3 Z 

4 

振動特性把握試験

扉閉 

X 

ランダム波※１ 2.0m／s２程度 － 5 Y 

6 Z 

7 

扉開 

X 

ランダム波※１ 2.0m／s２程度 － 8 Y 

9 Z 

10 

地震波加振 

扉開 X＋Y＋Z 包絡波※２ 

0.3×ＳＳ レベル１

11 0.6×ＳＳ レベル２

12 1.0×ＳＳ レベル３

13 1.1×ＳＳ

振動台性能限界 
レベル４※３

14 

15 

扉閉 X＋Y＋Z 包絡波※２ 

0.3×ＳＳ レベル１

16 0.6×ＳＳ レベル２

17 1.0×ＳＳ レベル３

18 1.1×ＳＳ

振動台性能限界 
レベル４※３

19 

※1 0.1Hz～30Hz 程度の振動数成分を有する広帯域ランダム波で加振を行う。

※2 方向毎に複数の基準地震動ＳＳの床応答スペクトルを包絡する模擬地震波を作成して加振する。

※3 基準地震動ＳＳに対する裕度を確認するために実施。
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4.4 計測要領 

(1) 計測項目

計測項目は，対策前の試験と同様とする。ただし，対策前の試験結果を参考に加速度，ひ

ずみ計測点を追加する。 

試験体の代表的挙動を評価するための項目を計測する。計測項目を第 3 表に示す。 

第 3 表 計測項目 

項目 計測点 

加速度 

・振動台

・支持架台

・扉

・駆動装置

ひずみ 

・プッシュローラ（開閉時に扉を押える部位）

・レール※

・チェーン※

・閂周辺（閂の荷重を伝達する部位）※

※：対策後の加振試験に追加する計測点 

(2) 計測位置

計測点は，試験体の代表的な挙動を評価する位置に設置する。第 4 表に計測項目の一覧表

を示す。 

① 加速度

第 6 図に加速度計の設置位置を示す。

②ひずみ

第 7 図にひずみゲージの設置位置を示す。扉の開時，閉時において扉を抑える荷重が

発生するプッシュローラのひずみを計測する。対策後の加振試験には，レール，チェー

ン，閂周辺（閂の荷重を伝達する部位）を追加して計測する。ただし今後の詳細検討，

試験時の状況判断により，計測位置の見直し，追加の可能性がある。 

③その他

加速度，ひずみ以外に，加振試験時や扉の開閉動作の記録のため，動画撮影を実施す

る。なお，必要に応じ試験場に備え付けられているカメラも活用する。 

・試験体全景：振動台外から，試験体全景を撮影

・扉近傍 ：振動台または支持架台上から，レール，プッシュローラ付近を撮影 

(3) 測定計器

試験に使用する測定計器を第 5表に示す。
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第 4 表（１／２） 計測項目の一覧表 

No 項目 記号 測定点 方向 備考 

1 

加速度 

A1 

振動台 

X 

・振動台上加速度を計測

・計画条件の範囲内で加振試験が実施された

ことの確認が目的 

2 Y 

3 Z 

4 

A2 

X 

5 Y 

6 Z 

7 

A3 扉上部(閉時) 

X 

・閉時，開時の扉上部の支持架台に設置

・閉時，開時の閉止装置の機能維持確認加速

度の計測が目的

・支持架台の振動特性確認も兼ねる

8 Y 

9 Z 

10 

A4 扉上部(開時) 

X 

11 Y 

12 Z 

13 

A5 駆動装置本体 

X 

・駆動装置単体の機能維持確認加速度の計測

が目的 

・駆動装置の振動特性確認も兼ねる

14 Y 

15 Z 

16 

A6 駆動装置の取付位置 

X 

17 Y 

18 Z 

19 

A7 扉の中央部 

X 

・扉の振動特性確認が目的

・振動特性把握試験時に設置※１

20 Y 

21 Z 

22 A8 扉の右・中央 X 

23 A9 扉の左・中央 X 

24 
A10 扉の中央部 

X ・扉の振動特性，地震応答の確認が目的

・地震波加振，扉閉，レベル３または４（第

１表の No.16 または 17）のケースで扉に設

置※１

25 Y※２ 

26 
A12 扉の中央部 

X 

27 Y※２ 

※1 扉の開閉による作動性能の確認の際にケーブルが試験体や他センサと干渉する恐れがあるため，
代表試験ケースのみでの計測とする。対策前の試験では，計測点 A11 を設定していたが，計測
点 A7で代表できるため対策後の試験では計測点 A11 は設定しない。 

※2 対策後の加振試験に追加する。

11



10 

第 4 表（２／２） 計測項目の一覧表 

No 項目 記号 測定点 方向 備考 

28 

ひずみ 

S1 プッシュローラ 

（扉閉時）※１ 

－ 

・扉の開放状態及び閉止状態での加振試験時

に代表位置として，ひずみの計測が目的 

29 S2 

30 S3 プッシュローラ 

（扉開時）※１ 31 S4 

32 S5※２ 

レール 

・S5，S6 は，扉閉時のローラ付近の上
部レールの加振試験時のひずみを計
測

・S7は，扉開時のローラ付近の加振試
験時のひずみを計測

・S8は，下部レール付近の加振試験時
のひずみを計測

33 S6※２ 

34 S7※２ 

35 S8※２ 

36 S9※２ 
チェーン 

・チェーンの固定端付近の加振試験時
のひずみを計測

37 S10※２ 

38 S11※２ 
閂周辺 

（扉閉時） 
閂の荷重が伝達する部位の加振試験時
のひずみを計測する。 

39 S12※２ 

40 S13※２ 
閂周辺 

（扉開時） 
41 S14※２ 

※1 扉の全閉時，全開時に扉に作用する荷重を代表する位置として計測
※2 対策後の加振試験で追加
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第 6 図（1／2） 加速度計の設置位置（振動台，支持架台） 
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第 6 図（2／2） 加速度計の設置位置（扉，駆動装置） 

14



13 

第 7 図（1／3） ひずみゲージの設置位置（プッシュローラ） 
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第 7 図（2／3） ひずみゲージの設置位置（レール） 
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第 7 図（3／3） ひずみゲージの設置位置（チェーン、閂） 

17



16 

5 試験要領 

5.1 試験手順 

目標とする入力波を精度よく振動台で再現するための振動台補償加振の後，試験体を振動台

に搭載し，下記の手順で加振及び加振後の作動試験，気密性能試験を実施する。 

なお，試験場との調整，現場の進捗状況等により，試験手順が変更となる場合もある。 

(1) 加振試験の準備として，センサ（加速度計及びひずみゲージ）が所定の位置に設置されて

いることを確認する。また，測定計器の仕様が適切であることを確認する。

(2) センサ確認試験を以下の手順で実施する。

① 閉止装置の扉が閉止状態であることを確認する。

② 加振レベル 0.5m／s２程度，振動数 1～2Hz にて，各方向単独で正弦波加振を行う。

③ センサの取付方向，感度を確認する。

(3) 振動特性把握試験を以下の手順で実施する。

① 閉止装置の扉が閉止状態であることを確認する。

② 加振レベル 2.0m／s２程度にて，各方向単独で，0.1Hz～30Hz 程度の振動数成分を有する

広帯域ランダム波の加振を行う。

③ 試験体の固有振動数を測定し，入力波の主要な振動数成分の範囲に固有振動数の有無を

確認する。

④ 閉止装置の扉を開放状態とし，(3) ②，③ を実施する。

【閉止装置の扉開放状態における加振試験】 

(4) 地震波（0.3×ＳＳ）加振試験を以下の手順で実施する。

① 閉止装置の扉を開放状態であることを確認する。

② センサ取付状況及び試験体の外観目視を行い，異常のないことを確認する。

③ 3方向同時加振の包絡波によるレベル１（0.3×ＳＳ）で加振する。

④ 加振後，採取データを確認する。

(5) 地震波（0.6×ＳＳ）加振試験を実施する。

① 閉止装置の扉が開放状態であることを確認する。

② センサ取付状況及び試験体の外観目視を行い，異常のないことを確認する。

③ 3方向同時加振の包絡波によるレベル２（0.6×ＳＳ）で加振する。

④ 加振後，採取データを確認する。

⑤ 気密性能試験を「5.2 (1) 気密性能試験」のとおり実施する。

⑥ 作動試験を「5.3 (1) 作動試験」のとおり実施する。

(6) 地震波（1.0×ＳＳ）加振試験を実施する。

(5) ① ～ ⑥と同じ。ただし，下記に読み替える。

・レベル２（0.6×ＳＳ）をレベル３（1.0×ＳＳ）

18



17 

・基準地震動ＳＳの 0.6 倍を 1.0 倍

(7) 地震波（1.1×ＳＳ）加振試験を実施する。

(5) ① ～ ⑥と同じ。ただし，下記に読み替える。

・レベル２（0.6×ＳＳ）をレベル４（1.1×ＳＳ）

・基準地震動ＳＳの 0.6 倍を 1.1 倍

【閉止装置の扉閉止状態における加振試験】 

閉止装置の扉を閉止状態とし，5.1(4)～(7)を実施する。ただし，下記に読み替える。 

・扉の開放状態を閉止状態

【追加加振試験（閉止装置の扉開放状態）】 

① 閉止装置の扉が開放状態，閂（開側，閉側）が挿入状態であることを確認する。

② センサ取付状況及び試験体の外観目視を行い，異常のないことを確認する。

③ 3方向同時加振の包絡波によるレベル３（1.0×ＳＳ）で加振する。

④ 加振後，採取データを確認する。

⑤ 開側の閂及び閉側の閂を押し上げる。

⑥ 気密試験準備のため，扉閉動作させる。

⑦ 開側の閂及び閉側の閂を挿入する。

⑧ 気密性能試験を「5.2 (1) 気密性能試験」のとおり実施する。

⑨ 作動試験を「5.3 (1) 作動試験」のとおり実施する。

⑩ 試験体の外観目視を行い，異常のないことを確認する。

【追加加振試験（閉止装置の扉閉止状態）】 

① 閉止装置の扉が閉止状態，閂（開側，閉側）が挿入状態であることを確認する。

② センサ取付状況及び試験体の外観目視を行い，異常のないことを確認する。

③ 3方向同時加振の包絡波によるレベル３（1.0×ＳＳ）で加振する。

④ 加振後，採取データを確認する。

⑤ 気密性能試験を「5.2 (1) 気密性能試験」のとおり実施する。

⑥ 作動試験を「5.3 (1) 作動試験」のとおり実施する。

⑦ 試験体の外観目視を行い，異常のないことを確認する。
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 第 10 図 負圧試験線図 

試験により得られた試験体を通過した空気量Ｑ（m３／h）を，標準状態（20℃，1,013 

hPa）に換算し，扉の内のり面積（m２）で除すことにより，単位面積当たり，1 時間当たりの

通気量（m３／h･m２）として算出する。圧力差に応じた通気量の推移を確認する。 

ｑ＝Ｑ’／Ａ 

ここで， 

ｑ ：通気量（m３／h･m２） 

Ａ ：試験体の内のり面積（m２） 

Ｑ’：通過した空気量（20℃，1,013hPa 換算値）（m３／h） 

Ｑ’＝Ｑ・
Ｐ1,013・273＋20273＋Ｔ

Ｐ ：試験容器内の気圧（hPa） 

Ｔ ：試験時の空気温度（℃） 

(2) 判定基準

通気量：12.6 m３／h･m２以下※（差圧 63Pa 時）

※ 閉止装置単体の判定基準（設計目標）としては，ＪＩＳ Ａ 1516 で示されるＡ4

等級以上とする。なお，原子炉建屋原子炉棟全体としての気密性能は確保できる

ことを確認する。試験体は，実機に取り付ける全ての閉止装置を考慮し，各々の

縦・横寸法を包絡する大きさで製作することにより試験の保守性を考慮する。
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5.3 作動確認について 

(1) 作動確認

【電動作動確認】

電動駆動により閉止装置が開閉できることを確認する。併せて電動機の電流測定及び

開閉時間を測定する。なお，開操作と閉操作は原則各 1回とするが，初期状態との差異

があると判断した場合は，各 5回を計測し，最も保守的な値を判定基準に用いる。 

また，閉止装置の開閉に合わせ，閂を電動操作により引抜き，挿入できることを確認

する。 

【手動作動確認】 

① 閉止装置の扉が開放状態での加振後

手動操作により閉止装置が閉止できることを確認

する。（第 11 図） 

また，手動操作により閂を引抜き，挿入できるこ 

とを確認する。 

ただし，電動作動確認結果から作動状況に変化が 

ないと判断できる場合は，手動作動確認を省略する。 

② 閉止装置の扉が閉止状態での加振後

手動操作により閉止装置が開放できることを確認

する。 

また，手動操作により閂を引上げ，挿入できるこ 

とを確認する。 

ただし，電動作動確認結果から作動状況に変化が 

ないと判断できる場合は，手動作動確認を省略する。 

(2) 判定基準

【電動作動確認】

○扉

電動駆動により開閉できること。

 扉の閉止 ：全閉位置であること 

 開閉時間 ：2 分以内（参考値） 

 電流値 ：定格電流値以内であること 

○閂

電動駆動シリンダにより閂が押上げ，挿入できること。

閂の位置 ：閂が挿入又は押上げ位置であること

開閉時間 ：15秒以内（参考値）

電流値 ：定格電流値以内であること

第 11図 手動操作概念図 
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【手動作動確認】 

○扉

手動操作により閉止（開放状態の加振後）又は開閉（閉止状態の加振後）できるこ

と。

扉の閉止 ：全閉位置又は全開位置であること。

○閂

手動操作により閂を引上げ又は自重により閂挿入できること

閂の位置 ：物理的な上限位置までの引上げ又は挿入時にピン頭部がフレーム側の

閂受の位置にあること 
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(3) 評価

要因分析のための脆弱部位の特定が目的であるため、各部材の引張強さに対する算出

応力の比を裕度として算出し評価した。 

４．計算結果 

 計算結果を各部位の裕度（＝許容値／組合せ応力）として整理し、表１に対策前の評価

結果、表２に対策後の評価結果を示す。 

第 1 図 荷重伝達経路及び計算対象部位 
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添付 1 

(５) 組合せ応力：σc (MPa)

σC＝√(σb
 2＋3τ2)＝√         ＋3×        )＝    (MPa)

(小数点第３位を切上げ)

(６) 許容値(引張強さ)：Su (MPa)

Su＝520 (MPa) (SUS304の値)

(７) 裕度：Ｋ

Ｋ＝Su /σc＝520/    ＝      (小数点第３位を切下げ) 

41















添付 1 

⑩チェーン（対策前）

チェ－ンは応力ではなく、発生荷重とカタログ記載の最小引張強さの比較により評価す

る。

(１) 荷重：W(kN)

W＝1(kN)

(２) 最小引張強さ：Wc(kN)

（カタログ値）Wc1＝53.4kN（参考値）

（引張試験での実測値）Wc2＝41.4kN

(３) 裕度：Ｋ

Ｋ＝Wc2 /W＝41.4

48



添付 1 

⑩チェーン（対策後）

チェ－ンは応力ではなく、発生荷重とカタログ記載の最小引張強さの比較により評価す

る。

(１) 荷重：W(kN)

W＝1(kN)

(２) 最小引張強さ：Wc(kN)

（カタログ値）Wc1＝71.6kN（参考値）

（引張試験での実測値）Wc2＝78.2kN

(３) 裕度：Ｋ

Ｋ＝Wc1 /W＝71.6
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添付 1 

(４)評価断面に生じる軸曲げ応力：σb(MPa)

σb＝(W×L)/Z＝(√(10002＋10002)×    /       ＝     (MPa)

(小数点第３位を切上げ)

(５)組合せ応力：σC(MPa)

σC＝√(σb
2＋3×τ2)＝√          ＋3×        ＝      (MPa)

(小数点第３位を切上げ)

(６)許容値(引張強さ)：Su (MPa)

Su＝570 (MPa) (S45C(直径100mm以下)の値)

(７)裕度：Ｋ

Ｋ＝Su /σc＝570/     ＝     (小数点第３位を切下げ) 
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添付 1 

(４)組合せ応力：σC(MPa)

σC＝√(σ２＋3×τ２ )＝√     ２＋3×0２ )＝    (MPa)(小数点第３位を切上げ)

(５)許容応力：引張強さSu(MPa)

Su＝930(MPa)(SCM435 の値)

(６)裕度： Ku(引張)

Ku＝Su/σc＝930/    ＝      (小数第 3 位を切下げ) 
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添付 1 

Ｋ＝Su /σc＝570/     ＝     (小数点第３位を切下げ) 
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